
（別記）

令和４年度諫早市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題

当該地域は、全耕地面積に占める主食用米面積の割合が約６５％で、主食用米からの転

換作物では麦・大豆や施設・露地の野菜の作付が約１８％という状況となっている。

また、稲作農家の平均作付面積は約０．７ｈａで１ｈａ未満の農家が約８５％を占めて

おり、零細農家が多く農地の集積が進んでいない状況である。

当該地域は、平野部と中山間部を抱えており、平野部では水稲、麦、大豆の作付け、近

年では飼料用米等の新規需要米の作付けが行われており、不作付地を抑制するため、担い

手による農地の集積が進みつつあるが、中山間部は気候条件等の影響で条件不利地域が多

いため、農地の受け手が見つからず、不作付地となっている農地が見受けられる。

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力

強化に向けた産地としての取組方針・目標

当該地域は農事組合法人や認定農業者等による、高収益作物の生産農地の拡大・集積が

年々進んでいる。令和元年度では諫早地域園芸作物転換協議会を事業取組主体とし、排水

対策等に係る実証圃の設置（高来町建山、小長井町柳新田）や、一発成形畝立て機等の機

械実演会（高来町、小野地区、目代地区）、野菜栽培における排水対策についての視察研

修（熊本県八代市）を行った。

今後も農家所得の向上のため産地交付金を活用し、関係機関と連携しながら高収益作物

の作付面積拡大支援や、低コスト生産技術の導入・普及の推進を図る。

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標

農家戸数や農業就業人口は年々減少を続けており、６０歳以上が全体の約８割を占める

など農業者の高齢化が深刻化している。担い手の育成・確保のため、新規就農希望者受入

体制の充実、就農後のフォローアップ等を関係機関と連携して進める。

基盤整備の状況については県設定メニューを活用し、農事組合法人や認定農業者等への

暗渠整備・額縁明渠の実施を図る。

水田の利用状況について、小野地区・森山地区では水稲を取り入れつつ大豆のブロック

ローテーションを実施している。また大豆を含めた転換作物の作付け状況を確認するた

め、毎年関係機関を交えて現地確認を行っている。

畑地化支援については、水田畑地化プラン推進事業にて選定された目代地区・柳新田地

区（小長井町）をモデル地区として取り組んでいる。目代地区では約２０ｈａの圃場整備

が完成しているが、担い手の高齢化等により水田の二毛作利用が進んでいないため、園芸

作物を導入し、担い手を確保する必要がある。また機械の過剰投資を防ぐため、法人の設

立を検討する。

柳新田地区では農地中間管理機構関連農地整備事業を活用し、基盤整備後の営農計画に

ついてのプランを作成した。また、加工キャベツの栽培や、他地域への視察研修（令和元

年度）に取り組んでいる。

今後は農業者から畑地化の希望が出た場合県と連携し、地域の実情に配慮しつつ対応す



る。また現在のモデル地区以外の新たな地域を選定し、産地交付金を活用しながら畑地化

への転換及び畑作物の生産振興を図る。

４ 作物ごとの取組方針等

以下については、産地交付金を活用し、着実な生産拡大等の推進を行う。

（１）主食用米

    市内において、「ヒノヒカリ」と「にこまる」と「なつほのか」が作付の主体と

なっており、「ヒノヒカリ」が約４２％、「にこまる」が約３８％、「なつほのか」

が約１５％となっている。

    しかしながら「ヒノヒカリ」は、高温による粒の充実不足等が起こり、等級は２

等以下が多数を占めている課題が生じているため、「にこまる」をはじめとした高

温耐性をもつ品種を推進し、需要に応じた生産振興を図る。

（２）備蓄米

   県別優先枠を活用したＪＡ等出荷業者への取組を推進する。

（３）非主食用米

    本市は、諫早平野を中心に県内有数の穀倉地帯であることから、米農家の生産体

系を主食用米から、加工用米、新規需要米等の非主食用米の生産・出荷への転換を

推進し、需要に応じた生産の推進を図る。

  ア 飼料用米

    地域の畜産農家からの飼料用需要に応えるためや水田機能維持のため、飼料用米

の取組を推進する。令和２年度からは、畜産農家と３年以上の契約を結ぶ複数年契

約加算を導入し、飼料用米の安定的な生産・供給を推進し面積拡大を図る。

  イ 米粉用米

    米粉用米は県産品による地産地消の取り組みの１つとして、市内においても平成

２２年度から生産されてきており、県内学校給食用の米粉パン向けに出荷されてい

る。今後も主食用米からの転換を進め、実需者が求める生産量を確保するため、面

積の拡大と地産地消を推進する。

ウ 新市場開拓用米

    農業者からの希望が出た場合については県や国と連携し、新市場導入への推進を

図る。

  

エ WCS用稲

    飼料用米の取組みと併せて、畜産農家の需要に応じた安定的な生産・供給を推進

する。

  オ 加工用米

    農業者からの希望が出た場合については、地域の実情に配慮しつつ対応する。

（４）麦、大豆、飼料作物

    麦は、本地域における水稲に替わる転換作物として取り組まれており、また本地



域の二毛作においても最大の面積を有している。技術対策の実施による単収向上及

び担い手による効率的な利用集積の推進を図り、特に近年需要の高い小麦、はだか

麦の二毛作面積の拡大を推進する。

    大豆は、本地域における水稲に替わる転換作物として取り組まれていたが、令和

３年度より主食用米の生産の目安の提示を中止したため、該当圃場が水稲の作付に

戻る可能性がある。今後は大豆などのブロックローテーションの取り組みを継続し

ながら、担い手による集積を推進し、排水対策や適切な肥培管理による生産性向上

と農家所得の安定を図る。

    飼料作物は、水田での良質の粗飼料（イタリアンライグラスやソルガム等）生産

を推進する。また麦・大豆と共に産地交付金を活用した二毛作の取組を支援する。

（５）そば、なたね

    そばは、平成２２年産以降作付が拡大しており、市内の２地域において、地域活

性化の起爆剤として、地域一丸となって取り組みが進んでいる振興作物である。ま

た、早期米（コシヒカリ）の裏作として作付されており、担い手による効率的な利

用集積の推進につながるため、作付面積の拡大を図る。

    なたねは、実需者との契約に基づき、需要に応じた生産、出荷・販売が望まれ

る。作付の推進にあっては、産地交付金を活用し担い手の作付拡大と合わせて、排

水対策の徹底や調整技術の徹底等により品質の向上と安定生産を図る。

（６）地力増進作物

    高収益作物（野菜）の安定的な収量・品質を確保するため、圃場の養分蓄積や透

水性改善の効果が期待できる地力増進作物の作付推進を図る。特に地域で作付けさ

れている「ソルガム」、「レンゲ」、「クローバー」の作物を推奨する。

（７）高収益作物（野菜等）

    水田における高収益作物の作付を推進する。特に振興作物として広く作付が行わ

れている「アスパラガス」、「タマネギ」、「ばれいしょ」、「イチゴ」、「ミニトマ

ト」、「キュウリ」、「ブロッコリー」、「ゴーヤ」、「キク」の生産振興を図る。

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細

別紙のとおり



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

2016.9 0 2191.5 0 2219.4 0

0 0 0 0 0 0

33 0 33.5 0 38.4 0

4.3 0 4.6 0 6.4 0

0 0 0 0 0.1 0

83.9 0 84 0
(74.3)
84.1

0

0 0 0 0 0.3 0

744.4 715.4 744.5 715.5
(729)
744.6

715.6

142.1 0 144 0 159 0

82.3 57.6 82.6 57.8 83.8 58.5

・子実用とうもろこし 0 0 0 0 0 0

37.6 32.6 37.7 32.7
(37.1)
37.8

32.8

0.4 0 0.5 0 1.3 0

16.7 0 16.7 0 18.8 0

192.9 0 197.2 0 218.3 0

・野菜 171.1 0 175 0 194.5 0

・花き・花木 10.7 0 11 0 12.6 0

・果樹 11.1 0 11.2 0 11.2 0

・その他の高収益作物 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0.2 0

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和５年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物

その他



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

（３年度）141.9ha

（３年度）390.0ha

（３年度）37.2ha

（３年度）49.5ha

（３年度）25.0ha

（３年度）89.9ha

（３年度）715.0ha

（３年度）715.0ha

（３年度）31.3ha

（３年度）5.3ha

（３年度）0ha

（３年度）-

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

（５年度）(305.7ha) 390.2ha

（５年度）151.2ha

（５年度）(687.0ha) 715.6ha

（５年度）(81.2ha) 90.1ha

（５年度）(24.8ha) 25.2ha

（５年度）(42.0ha) 49.9ha

（５年度）(36.5ha) 37.4ha

（５年度）0.2ha

（５年度）0.2ha

（５年度）7.2ha

（５年度）35.3ha

（５年度）(687.0ha) 715.6ha

7

8

9

10

2

3

4

5

6

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1

11

12

大豆
大豆担い手加算

（基幹）
作付拡大

小麦・はだか麦
小麦、はだか麦担い手
加算（基幹・二毛作）

作付拡大

そば
そば担い手加算（基

幹・二毛作）
作付拡大

高収益作物
高収益作物の担い手助

成（基幹）
作付拡大

野菜
花き・花木

雑穀

地域振興作物助成
（基幹）

作付拡大

そば
飼料作物

二毛作助成
（二毛作）

作付拡大

麦
麦の二毛作助成

（早期払い・二毛作）
作付拡大

麦
麦の二毛作助成

（後期払い・二毛作）
作付拡大

飼料用米
米粉用米

飼料用米、米粉用米の
複数年契約加算（基

幹）
作付拡大

地力増進作物
地力増進作物助成

（基幹）
取組面積拡大

そば
なたね

そば、なたね作付助成
（基幹）

作付拡大

新市場開拓用米
コメの新市場開拓助成

（基幹）
取組面積拡大



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：長崎県

協議会名：諫早市農業再生協議会

1 大豆担い手加算（基幹） 1 10,400 大豆 「地域の担い手※５」であること

2
小麦・はだか麦担い手加算（基幹・二毛

作）
1 2,400 小麦、はだか麦 「地域の担い手※５」であること

3 そば担い手加算（基幹・二毛作） 1 5,600 そば 「地域の担い手※５」であること

4 高収益作物の担い手助成（基幹） 1 12,000
ばれいしょ、ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ、玉ねぎ、ﾐﾆﾄﾏﾄ、ｲﾁ

ｺﾞ、ｷｭｳﾘ、ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ、ｺﾞｰﾔ、ｷｸ
・「地域の担い手※５」であること
・令和４年度の販売伝票を提出すること

5 地域振興作物助成（基幹） 1 8,000 別紙のとおり
・令和４年度の販売伝票を提出すること
・対象作物：別紙記載の野菜、花き、花木、雑穀類

6 二毛作助成（二毛作） 2 12,000 そば、飼料作物（別紙のとおり） 主食用米+対象作物、または対象作物同士の組み合わせ

7 麦の二毛作助成（早期払い・二毛作） 2 10,500 麦 主食用米+麦、または戦略作物+麦の組み合わせ

8 麦の二毛作助成（後期払い・二毛作） 2 1,500 麦 主食用米+麦、または戦略作物+麦の組み合わせ

9
飼料用米、米粉用米の複数年契約（基

幹）
1 6,000 飼料用米、米粉用米

３年以上の複数年契約者のみ対象（Ｒ２年～Ｒ４年分、ま
たはＲ３年～Ｒ５年分を契約した農業者）

10 そば・なたね作付助成（基幹） 1 20,000 そば、なたね 播種前の出荷契約書等が必要

11 コメの新市場開拓助成（基幹） 1 20,000 新市場開拓米 需要者との販売契約が必要

12 地力増進作物助成（基幹） 1 20,000 ソルガム、レンゲ、クローバー

・他の水田活用の直接支払交付金メニュー（県設定メ
ニューは除く）との重複交付は不可
・野菜の作付・販売をすること
・令和４年度の販売伝票を提出すること

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してく
ださい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。
※５　地域の担い手とは、認定農業者、認定新規就農者、集落営農法人・組織、水田経営面積が概ね１ha以上の農業者のことです。

新様式（公表用）


